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〈研 究要 旨〉

　 当社 の 業績 は ， 市場の 急激 な変化 へ の対応が 遅れ る中で 1987〜1989 年に急激 に 悪化

した．こ うした中で 当社は経営組織風 土 の 抜本的な改革の ため に事業部制の導 入，販売体

制 の 強化，人事制度 の 改定等 の 施策 を講 じた が ，MRS もこ うした経営風 土変革 の た め の

施策 の
一

環 と して導入 した ビー
ル 事業本部 の 利 益管理 シ ス テ ム で あ る．（1990 年に 導入 ）

　 従来の 「中央集権的な本社中心 の マ ネ ジ メ ン ト」 か ら ， 権限 を支社 に委譲 した 「分権

的 な マ ネ ジ メ ン ト」 に変革す る こ とを 目指 して い る．

　 費用 を タ イ ム リーに管理 区分 ご と に 把握 する 「発 生 べ 一ス 費用 管理 シ ス テ ム 」 や 「販

売情報 シ ス テ ム 」 等の コ ン ピ ュ
ーターシ ス テ ム をべ 一ス に ， 従来 の 損益 計算の 仕組み を

「支社だ けをプ ロ フ ィッ トセ ン ターとする直接原価計算に よ る損益 計算 」 （限界利益概念の

導入）に 変更す る こ とに よ り，販売の 第
一

線で ある支社 の真実の 利益 貢献度が 把握で きる

シ ス テ ム を構築 した．また，利益 を販売数量 ，シ ェ ア とと もに支社 マ ネジ メ ン トの 目標

と し て 明 確 に 位 置 づ け る と と もに ，支社 の マ ーケ テ ィ ン グ費用等の 支 出 に つ い て の 権 限

の 強化 をはか っ た．

〈キ ー
ワ

ー ド〉

MRS ， 利益 管理 シ ス テ ム
， 経営組織風土 改革 ， 皮 社お よび 事業部 の 目標達成 ツ

ー
ル ，マ

ネ ジ メ ン トス キ ル の 向上 ， 支社 ＝ プ ロ フ ィッ トセ ン タ ー
， 限 界利益 ， 費用対効果 ，支社権

限の 強化，業績評価 と の 連動

1．　 は じめ に

　キ リン ビール 株式会社 （以下当社 とい う）は．1990 年に MRS （Management 　Reporting　System）

と呼 ばれ る新 しい 利 益管理 シ ス テ ム を導入 した． 当社 は 1987年 に組織 の 再編 成 を行な い
， 合

わせ て責任 と権限 を大幅に下位責任者 に委譲 したが ，
MRS は こ の 組織改革 に伴 う事業部 制組

＊

キ リン ビ
ー

ル 株式会社取締役 ビ
ー

ル 事業本部 企 画部長

†キ リン ビール 株式会社 ビ ール 事 業本 部企画部 部長補 佐
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織の 導入 に よ り新 し く誕生 した ビ
ール 事業 本部 の利 益 管理 シ ス テ ム で あ る．

　本稿で は ， 前半部分 で まず MRS 導入の 背景 とな る当社 の 事業概 要 ・組 織等の 基 本的事項 に

ふ れ ， 後 半部分 で 事業 目標 達成 の ため の ツ ール と して の MRS の 概 要 に つ い て 述 べ る こ と と

した い ．

　MRS は導入 か ら 3 年 目を迎 えた ば か りで あ り， もとよ り未完成 の シ ス テ ム で は あ るが ，

一

企業が 事業環境 の 変化に 対応 して 内部管理 の 仕組み を変革 した 事例 と し て 何 らか の 参考に な

れ ば幸 い で あ る．

2，　 当社 の 概 要

　 当社 事業 概要 は次 の とお りで あ る． ビ ール 事業 を核 と して 食 品以外 に も医薬 晶 ， ア グ リバ

イオ （種苗 ）， 不動産等 多角化 事業 を展開 しビ ール を含め て 8 つ の 事業部 を有 す る組織 と な っ

て い るが ， 現 時点で は売上 ， 利 益 と もに ビ
ー

ル 事業 に大 きな ウ エ イ トを置 く事業 内容に な っ

支 援 グ ル ー プ

図 1 当社 の 事業概要 と 組 織図

て い る （図 1 参照）．近 年 ビ ール 事業 に お け る販売 活 動 は競争 の 激 化 とと もに 変容 し ，
セ ー

ル

ス 活動の 対 象 も直接 の 取 引先 で ある特約店 （酒類 卸）だ けで な く， その 先 の 酒販 店 （酒類 販売

免許 を有する 小売店）や さ らに その 先の 飲 食店 まで に拡 が っ て い る （図 2 参 照）．特 に 支社 に
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キ リン ビ
ー

ル に お け る責任 会 計 シス テ ム の 展 開

図 2 当社 の 販 売 ル
ー

ト

お け る個 々 の セ ール ス マ ン の 販売活 動面 で は酒販店で の 販売数量 とシ ェ アに 大 きなウ エ イ ト

が 置か れて い る．MRS は 後で 述 べ る よ うにプ ロ フ ィ ッ トセ ン ター
で あ る支 社 を中心 と した利

益管理 シ ス テ ム で あ るが ，
こ れ を理 解 す るた め に は ， こ の よ うな販売競争の 激化 に よるマ ー

ケ テ ィ ン グ活動領域 の 拡大 を まず念頭 に 置 い て お く必要が ある．

3 ． MRS 導入 の 背景

3ユ　当社 業績 の 推移

　当社 は現 在 50 ％ 強の 業界 トッ プ シ ェ ア を有 して い る． しか し 43 年前 の 1949 年 ， 即 ち第二

次大戦 後 に ビ ール の 配 給制 が 廃 止 され ， 業界第
一

位の 大 日本麦酒が 今 日 の ア サ ヒ ビ ール 株式

会社 とサ ッ ポ ロ ビール 株式会社 に分 割 され た時点で は ， シ ェ ア は 25 ％に も満た ず業界三位で

あ っ た．そ の 後 「品質本位 」 ，

「堅実経営 」 を経営方針 と して 掲 げ て業績 は 急成長 を遂 げ ，
つ

い に 1954 年に は 当杜 はシ ェ ア で業 界 トッ プ に立 ち ， そ して 1970 年台 〜1980 年 台の ピ
ー

ク時

に は 60 ％ を越 え るシ ェ ア を獲得 す るまで に な っ た （図 3 お よび 4 参 照 ）． こ の 間の 当社 の基本

方針 は ，

一
言で い えば お 客様 に 支持 い た だ い て い る単

一
商品 （現 在 の ラ ガ ービール ）の 経 営効

率 を製造 ， 販売 ， 物流 の あ らゆ る 場面 で 最大 に す る こ と に あっ た ． こ の 方針 は高 度成 長 期 の

当時の 市場の 状 況 の もとで は最良の 選択で あ っ たが ， 1970年 台後 半の 独禁法 問題 に対 応 した

シ ェ ア 自粛の 動 き とあ い ま っ て 社内 に 「市場の 変化 に鈍感な風 土 」 ，

「
安泰ム ー ド」 ，

「非チ ャ レ

ン ジ風 土 」 と い っ た好 ま し くな い 経 営風 土 を醸成 して い っ たの も事実で あ っ た と い えよ う．

　他 方 ，
ビ ー

ル 市場 は顧客 の 価値観 の 多角化 が 進 む なか で 壜か ら缶へ の シ フ ト， 容器 の 多様

化 ， 生 ビ ール 指 向等大 き く変化 しつ つ あ っ た．当社 と して も 1970 年 台後 半か ら洋酒， 食品，

医薬 品等事業 の 多 角化 を展 開 したほ か
，
CI 戦 略 の 導入等経 営風 土 の 変革 に つ とめ た もの の ，

ビール 市場の 変化 へ の 対 応 は決 して 十分 とはい えず ， シ ェ ア は 1980 年台 に 入 っ て か らジ リジ
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図 3 当社販 売数量推移
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　　図 4 当社業 績 （営業 利益 ）推移
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リと低 下を続け る こ と とな っ た．

　こ うした状況の 中で 1987 年 に アサ ヒ ビ ール （株）の 大 ヒ ッ ト商品 ス ーパ ー ドライが 登場 し ，

当社 の 業績 は 1987 年 〜89 年 に 急速 に 悪化 した． 1988 年 に は販売 数量 は前年比 △ 4 ％ ，
13 万

kl減少 しシ ェ ア も
一

挙 に 6 ％以上低 下 し，営業利益 は 前年比△ 40 ％，285億 円減 少 と大幅減

益 とな っ た．売上 げが 減少するなか で ， 販売費等 も増加 した こ とに よ り収益率 （売上高営業利

益 率 ）も大 幅 に低 下 した．

　業績 悪化の 原 因 をス
ーパ ー ドラ イの 登場 とだ け結び 付 ける む きもあ るが ， 事実は 「社 内に

業績低下 を もた らす よ うな構 造 的 な問題 が あ っ た とこ ろ に ，
ス ーパ ー ドラ イ とい う大 ヒ ッ ト

商品の 登場が 引 き金 とな っ て
， 急激な業績の 悪化 を招 い た 」 と い うこ と で あろ う．

3．2 経 営風土 変革の た め の 諸施策 と MRS

　業績 の 急激 な悪化 と相 前後 して社 内で は環境 変化 に対応 した抜本的な諸施策 を講 じ始め た．

組織面 で は すで に 1985 年か らプ ロ ジ ェ ク トチーム を発足 させ
，

ビ ー
ル 単品 を前提 と した機 能

別組織 を多事業展 開の た め の 事業部 別 組織 へ 再編 成 す る ための 検討 が な され て い たが ， 1987

年 に入 り事業部制 と ともに販売拠点 ， 販売員 を大 幅に 増強 す る こ と を目指 した新販売 体 制 を

導入 した．営業拠点 は 1987 年 に は 21 拠点 で あ っ た が ， 1992 年現在 は 17支社 45 支店 の 62

拠点へ
， また販 売員 は 1987 年 に は約 600 名で あ っ たが 1992 年 に は約 850 名 に拡充 した．
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キ リ ン ピ ール に お ける責 任会計 シ ス テ ム の 展開

　 また 1988年 に は 「長期 経営構 想 」 を策定 し， 21 世 紀へ 向け て ビ
ー

ル 単品 依存の 経営か ら

食 ・ バ イオ ・ サ ー ビス ・ エ ン ジ ニ ア リン グ ・ 情報サ ー ビス の 五 つ の 複数事業 へ の 脱皮 を 目指

す長期 ビ ジ ョ ン を明確に し
，

「核 とな るビ ール 事業の リニ ユ ー
ア ル と飲料事業等の 展開 」 を図

るなか で
「大 幅 な権 限委譲 に よる 自己完結 的 な ビ ジ ネ ス シ ス テ ム の 構 築 と事業部独 自の 価値

観 に よる事業基盤 の 構築 」 を全 社 的 な経 営課題 と して取 り上 げ る こ と と した．

　こ の 経営構 想 に基 づ き 「加 点主 義 の 考 え方 に よ る新 人事 シ ス テム の 導入 」 （1989 年）， な ら

び に ビ ール 事業 に つ い て は上 述 した 「新販 売体 制 の 導入 」 に 加 えて 「販売情報 シ ス テム の 整

備 」 ，

「
商品 開発体制の 強 化 」 （1987年新商品 開発チ

ーム
， 1989 年商品 企 画部）等 イン フ ラ の 整

備の ．ヒに ， 従来 の 単一 ブ ラ ン ドに依存 した戦 略 か らの 脱 却 を図 る 「
フ ル ラ イ ン 戦 略 」 を展 開

する等全杜 を挙 げ て 経営風 土 の 変革 に取 り組 ん だ ．

　MRS もこ の よ うな流れ の 中で 事業部制 ， 新販 売体制に対 応す る新 た な計数管理 （利益 管理 ）

シ ス テム と して 導入 された もの で あ る．比較 的短 期 間の うち に
， 主 力商品 「

ラ ガー
」 の 復活 ，

大型 新商品 「一番搾 り」 の 成功 （1990 年）等の 成果が 生 まれ 業績 の 回復 を図 る こ とが で きた の

は ， ただ 単に
「一

番搾 り」 とい う大 ヒ ッ ト商品 が 出た こ とに よ るの で はな く， こ の ような全

社挙 げて の 経営 組織 風 ⊥変 革 の た めの 諸施 策 に取 り組 んだ 結果 に よる もの とい え よ う．

4 ． 旧 制度 の 問題 点 と MRS 導入 の 狙 い

4ユ　旧 制度の 問題 点

　MRS 導入 まで の 損益 計算の 仕 組 み （旧制 度の 損益 計算）を一言 で い えば 「内部仕切価格 に

よる利 益 三 分 方式 」 て あ っ た ．工 場，本部，支社 の 各 々 が い ずれ もプ ロ フ ィ ッ トセ ン タ ー と

して 位置づ け られ ， そ の利益 の 合計 が事業部利益 の 合計 とな る仕組み で あ っ た．工 場，本部 ，

支社 が 事業部利 益 を 3 等分 す る とい う思 想 は一
つ の 優れ た マ ネ ジ メ ン ト思 想 で あろ う． しか

し市場競争が 年 々 厳 し くな り， 支社 の マ ーケ テ ィ ン グ費用 が 急増 して い く中に あ っ て
， 旧制

度の 損 益計 算 は徐 々 に 支社 ビ ジ ネ ス の 実体 を写 す鏡 と して の 性 格 か ら遊 離 して ゆ き ， 強 い て

言 えば 財務 目的で ある全社決算 を進 め るた め だ けの 道具 に な っ て い っ た ．

　即 ち旧 制度で は例 え ば巨額の 物流費が 本部負担 で あっ た り，拡売費等の マ ーケ テ ィ ン グ費

用 もその 一部 ， あ る い は臨時 に 発生 した費用 の 全 部が 本部 負 担 で あ っ た り等 ， 支 社 マ
ー

ジ ン

（生産 者価 格一支社仕 切 価格 ）で は賄 い きれ ない 部 分 が 間接 費用 の
一

部 も含 め て政 策的 に本 部

負担の 形で 処理 され て きた．従 っ て販売の 第
一

線で 販売促進策 を計画 し実際 に拡売費 を投入

し よ うとす る 際 に も， そ の 費用 の 全額 ある い は
一

部が 本部負担 で ある た め に支社損益 計算 の

中に反映 され ず ， 費用対 効 果の 測定 お よび販売 増 に よ る支社 利 益 の 貢 献度 を把 握 で きな い 仕
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組 み で あ っ た． また ， その よ うな仕 組 み で あ っ たた め に
， 支社 の 関心 は ， 本 来 「支 社業績 を

表 す 総合 指標 」 は 「利益 」 で あ るべ きで あ るが ， それ よ りも 「販 売 数量 と シ ェ ア ， そ して そ

れ を達成 す るため の 費用 管理 ，特 に 予算超 過 費用 の 本部負担 へ の 振替努力 」 に 集中 し た． こ

の ように 旧制度の 下 で は ， 支社 は損益計算 は 実行す る もの の
， それ は財務諸表作成の ため の

「決算責任 」 の 範 囲に留 ま り，

「利益 」 に対 して 明確 な 「
業績責任 」 を持 っ て い なか っ た とい え

る． こ れ は損 益 計算の 結果求 め られ る 「利 益 」 が 業績評 価 シ ス テ ム と全 く結合 して い なか っ

た こ と も一因 で あろ う．

　従来 の よ うに ビ ー
ル 市 場 に お い て極 め て 安 定 した地 位 を 占め た時期 な らば ， 会社 の 内部 に

目を向 け工 場 ， 本部 ， 支社 とい うそれ ぞれ の セ ク シ ョ ン に お け る コ ス トと利 益 を管理 す るこ

うした仕 組 み もそれ な りに意味 を持 っ た が ， 競合他者 と市場 に お い て 激 し い 競争 を繰 り広 げ ，

従来の ような利益 確保 が 難 しい 環境の もとで は 大 きな問題 点を有す る仕組み で あ っ た とい え

よ う．

4．2MRS 導入 の 狙 い

　前述の とお り業績が 悪化す る 中で ，ビ ール 事業の 再構 築に取 り組 ん だ が ，販売体制の 強化 ・

フ ル ラ イ ン 戦 略展開等事業の リニ ユ
ー

ア ル の ため に は ， 特 に マ
ー

ケ テ ィ ン グサ イ ドに ヒ ト・

モ ノ ・カ ネの 経 営資源 を大量 に 投入 する必要が あ っ た． その ため に は 販売の 最 前線で あ る支

社 に 自己完結型 で 動 きや す い シ ス テ ム ， つ ま リマ ーケ テ ィ ン グ活 動 ・マ ーケ テ ィ ン グ投資 を

す る際 に ， 本部か ら今 まで 以上 の 責任 と権 限の 委譲 を受 けて ， タ イム リーに
，

か つ 効率的な

（コ ス トパ ーフ ォ
ーマ ン ス が 高 い ）活動が で きる ような仕組み を作 る必 要が 生 じた．

　 旧制度 お よび それ に基 づ く本 部 …支社 間 の 資源 配 分ル ール は ， 伝統 的な シ ス テ ム で あ りキ

リン 社の 歴 史の 中で大 きな役割 を演 じて きた． しか し既 述 の 通 り， その シ ス テ ム は高度 成 長

期 の 比較的 中央集権的色彩の 濃 い 旧組 織体 制 を基盤 とす る もの で あ り， 現 代の 時代 の 要 請 に

はそ ぐわ な くな っ て きた ため ， あ らたな シ ス テ ム づ くりが 必要 に な っ たの で ある．

　MRS の 設計 に あ っ て は ， 以上 を踏 まえて 特 に次の 諸点 に念頭 をお くこ とと した．

（1）支社 お よび事業部の 目標達成 の ための ツ
ール と して役立 つ シ ス テ ム で あ る こ と．（損益 計

　算す るこ とが 目的 で はな く， あ くまで もマ ネ ジ メ ン トに活用で き る情報や ノ ウ ハ ウ を提供

　で きる シ ス テ ム を目指す．）

（2）支社 長 の 利益 責任 を明確 に す る と ともに ， 必要 な権 限 を強化す る こ と．

　（費 用管理 か ら利 益 目標 の 管理 ヘ マ ネ ジ メ ン トス タ イル を変え る こ と．）

（3）支社 の 利益 貢献度 と費用対 効果 を支社 長 は じめ 営業担 当者 まで が把握 で き， それ を生 か
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　せ る会計 シ ス テム を構築す る こ と．

（4）業績評価 シ ス テ ム との 連 動 に よ る 目標管理 の 強化．

　（種 々 の 目標 管 理 シ ス テ ム と連 動 して い るこ と．）

（5）マ ネ ジメ ン トス キル の 蓄積 と支社 お よび 事業部 の 利益 の 向上 に 結び 付 くシ ス テム で あ る

　 こ と．

5． MRS の 構成

　本論 に 入 OMRS の 構成 に 触れ た い ．　 MRS は販売 ・物流 ・経 理 情報等業 務の た めの コ ン

ピュ
ーター

シ ス テ ム を最 大 限 に活用 し， 必要 なデ
ータを管理 単位 に切 り分 ける こ とに よ り， 管

理 単位毎の 損益 計算
・
費用対 効果 の計算 を行 な い

， それ を随時活 用 す る こ とに よ り支社 お よ

び 事業部の マ ネ ジ メ ン トに資す るた め の シ ス テム ッ ール で ある． こ こで は管理 単位毎の 事業

部利 益 （支社利益 ）に対する 貢献度の 測定 と 目標 達成状況の 補足が 重 要課題 とな るた め ， 後 に

記 す とお り管理 単位 はで きるか ぎ り小 さ い ほ うが 望 ま し い ．

　MRS は （1）利益 測 定 シ ス テ ム
， （2）費用 対効 果 シ ス テ ム

， （3）報告 シ ス テ ム
， （4）運営

ル ール の 4 つ か ら構成 され て い る （図 5 参照 ），各 々 に つ い て 以下 に 述べ る．

利 益 目標 管理 シ ス テ ム

利　益 　目　標

拡売費費用対効果 目標

　 　 　 　 PLAN

唾 ∫ 。 。

支社業績評価 シ ス テ ム

・販売数量

・シ ェ ア

・利益

・拡売費費用対効果

利益測定 シ ス テ ム　　　 費用対効果測定シ ス テ ム　　報告シ ス テ ム 　　運営 ル
ー

ル

1

既存の 経 理 ・物流 ・販売惰報等 コ ン ピ ュ
ータ ーシ ス テ ム

図 5MRS の 構成
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5．1 利益 測定 シ ス テム （利益 貢 献度 の 測 定方法）

　支社， 本部，
工 場 の 位置づ け （MRS の フ レ

ーム ワ
ーク）

　旧 制度で は 支社 ， 工 場 ， 本社 の それ ぞれ が プ ロ フ ィッ トセ ン ター と して の 位置づ け で あ っ

た． MRS で は 「
事業部 の 利 益 は支社 が外 部に 販売 した時 に の み 発生 す る」 と い う考 え方に よ

り，

「支社 だ けが プ ロ フ イ ッ トセ ン ター
で あ り， 本部 ， 工 場 ， 支援 グル ープ （人事部 ， 総務部 ，

経理 部等各事業部 をサ ポー トする本社の 管理 部門）等 はす べ て コ ス トセ ン タ
ー

」 と して位置付

け る こ と と した （図 6 参照）．すなわ ち コ ス トセ ン タ
ー

で ある本部 ， 工 場 ， 支援グ ル
ープ 等の

プ ロ フ ィ ッ トセ ン タ
ー

支　社 支　社 支　社 支　社

利　益 利　益 利　益 利　益

コ ス トセ ン タ
ー

工 　場 本 部 　 支援 グ ル ープ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 すべ て の 費用を受益者負担
支社利益の合計；事業部利益 合計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の 原則に よ り支社に賦課
（各セ クシ ョ ン の ミ ッ シ ョ ン ）

　　支　　　社 　＝販売数量、シ ェ ア 、 利益 、拡売費支 出効率 目標の 達成

　　工 　　　場　 ； 製造数量 、品質管理 、 原価管理、安全衛生 管理 目標 の 達成

　　本　　　部　 ＝ コ事業戦略の 立 案 と フ ォ ロ
ー

　　支援 グ ル ー
プ ＝経理 、人事、総 務等各事業部 に対 す るサ ポ

ー
ト業務

　　　　　　　　　　　図 6 利益 測定 シ ス テム

費用 はす べ て 「受益者負担 の 原則 」 に よ りプ ロ フ ィ ッ トセ ン タ ーで あ る支社 に賦 課 す る こ と

に よ り， 事業部 の 全 ての 収益 と費用 を支社 損益計算に 集約 させ る． こ う して計 算 した各支社

の 利益 の 合計 は事業部利益 の 合計 に
一

致す る．

　 こ の ように従来本部負担で あっ た物流費 ， 広告費 ， 拡売費等 も含め て すべ て 支社負担 とす る

こ とに よ り， は じめ て 販売の 第
一

線 で ある個 々 の 支社の ビール 事業全体 に対す る真実の 利益 貢

献度が 把握 で き る ように な り，その 真実の 利 益 を常に念頭 に お い た販 売活動が 可能に な っ た．

　 MRS で は従来 あ っ た本部負担 とい う考 え方は払拭 され て い る．本部 は販売活動を して い な

い か ら 「
本部の 負担 」 とい う考 え方は一

切 な い ．直接的で あれ ， 間接 的で あれ 全 て の 費用 は 支

社 に 賦課 され る． こ の 結 果 ， 支 社 損益計 算は支社 ビ ジネ ス か ら遊離 する こ とが な くな り， 支

社 の 実体 を有 りの ま まに 反映 させ て い る． そ こ で ， 次 に MRS の 特 性 に つ い て述 べ る こ と と

す る．
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キ リ ン ビ ール に お け る責任会計 シ ス テ ム の 展 開

　 限界利益概念の 活用

　 MRS に お け る損 益 計算 に は
， 従来の 制 度に は なか っ た い わ ゆ る直接原価計算 を導入 し， 売

上高か ら変動製造原価 ， 変動販売 費を差 し引 き限界利益 を算 出する方式 を採用 した． また損

益 計算 は利益 貢献 度 の 測 定 とい う観 点 か ら ， ブ ラ ン チ コ ン トリ ビ ュ
ー

シ ョ ン とブ ラ ン ドコ ン

トリビ ュ
ーシ ョ ン を測定す るた め に ，支社別 損益 計 算 ， ブ ラ ン ド別 損益計算 ， そ して支社別

損益計算の 内訳 と して の 課 別 （支店 別 ）損益計算 を実施 して い る （表 1 参照 ）．

　支社別 損益 計 算 （支社 別利 益貢 献 度の 測定 ）

　 こ の 限界利益概念 を支社 に 導入 し て活用 す る こ とに よ りは じめ て ， 販 売活動 の 成果で ある

販売増分 の 利益貢 献 度が 把 握 で きる （増分 限界利益
一

投下 マ ーケ テ ィ ン グ費用 ＝ 増分 利益）よ

うに な り， こ の 採算計算 に基づ く販売活動 を可 能に して い る． また後述す る販売増 に よっ て

得 られ た限界利益 の
一

部 を支 社長 の権 限で 追加 投資 で きる よ うにす る等 ビ
ー

ル 事業全体 の運

営 を ， よ り機 動 的 か つ ダイナ ミ ッ ク にす るこ と も可 能 と した．

　ブ ラ ン ド別損益 計算 （ブ ラ ン ド別利益 貢献 度の 測定）

　前述 した よ うに従 来 の 単品依 存の マ ー
ケ テ ィ ン グ戦 略 か ら複 数 ブ ラ ン ドに よ る戦 略 （フ ル

ライン 戦略）を展 開 した が ， これ は 当然の こ となが ら従来 よ り も製 造 ， 販 売 ， 物流の あ らゆ る

面で コ ス トを要す る戦略で ある． したが っ て 戦略の 遂 行に あた っ て は 各ブ ラ ン ドの 事業部利

益 に対 す る利 益貢 献度 を把 握 し， 適切 な （効果 的 な）資源 配分 が で きる ように す る必要 が 生 じ

た ．支社損益 計算 と同様の 直接 原価 計 算方式 に よ りブ ラン ド別 の 損益 計 算 をし，各ブ ラ ン ド

表 1MRS 支社損益計算書の 様式

（百 万 円）

（注 1）特約店 （卸）に対 する 売 ヒ高

（注2）商品ア イテ ム ご とに変動製造原価 を算出 し支社仕切 り価 格を設定 （毎年改定）
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の 責任 者 で あ るプ ラ ン ドマ ネ ージ ャ
ーに 情報 を提供 しブ ラ ン ドマ ネ ジメ ン トに資 して い る．

　課別損益 計算 シ ス テム

　支社 の 利益 目標 管理 をさ さ えるサ ブ シ ス テ ム と し て 1991 年か ら課別損益 計算シ ス テ ム を導

入 し ， 支店 ・課別の 月次損益 計算 を実施 して い る．会社概要で も述 べ た とお り支社販売員の 営

業活動の 対 象は直接の 取 引先 で あ る特約 店 （卸）だ けで な く， その 先の 小売 店 （酒 販店 ）や料飲

店 まで 拡 が っ て い る．特 に小売 店 に対す る活動 の ウ エ イ トが高 くな っ て お り， 販 売 目標 管 理

も特約店 を通 じて 旬単位で 回収する特約店か ら小売店へ の 販売デ
ー

タ （RDP デ
ー

タ ＝ 　Retail

Data 　Pool ）に基づ きお こ な っ て い る． した が っ て ， 課単位 の 利益 目標管理 も支 社の 利益 目標

の よ うに対特 約店 の 売上 高 で はな く， 主 と して対 小 売店 の 売 上 高 に よる損益計 算 に よ っ て実

施 して い る，（対特約店 売．E げ，対小売店売上 げの ど ち らで も支社の 選択 に よ っ て 対応で きる

シ ス テム と して い る 。）

　 こ の シ ス テ ム を活用 す る こ とに よ り，営業 課 レ ベ ル で も販 売数量 目標 と費用 の 管理 だ けで

な く販売活動 と リ ン ク した利益 目標管理 が 可 能 とな っ た．（毎月端末 か らア ウ トプ ッ ト可 能）

5．2　費用 対効 果 測 定 シ ス テム

　競合他社 との 競争が激化す る 中で 近年従来以上 に 拡売 費を市場 に投 入 す る ように な っ たが ，

投 入 した拡売 費 の 販 売 効果 が従 来以上 に求め られ る の は 当然 の こ とで あ る． こ れ をサ ポー ト

す るた め 「投入 した 拡売 費 1 万 円 当た りの 販売 箱 数 を計 算 し販 売効率 を求 め るシ ス テ ム 」 が

拡売費費用対効果 シ ス テ ム で あ る．各管理 レ ベ ル 毎 （全杜 ， 支社 ， 支店 ， 各営業 課 ， 担 当者 ，

小売店別）に 集計 したデ
ー

タ に よ り， 年初 か らの 販売活動の 効率 を当月 ・累月の 形 で 毎月検証

す る と ともに ， 翌 月以 降 の 販 売計画 にお け る拡売費の 支 出方針の 立 案 に活 用 して い る．

　第
一

線 の 販 売員 は小 売店に 対す る活動 を中心 に 行な っ て い る の で
， 費用 対効果の 測定 も対

小売店 の 売上 げ箱数 （RDP デ
ー

タ の 売上 げ）に よ り算出 して い る． こ の 小売店販売箱数 は販

売 目標管理の ため の シス テム で あ る 「販売情報 シ ス テ ム 」 か らデ
ータ を得 て い る． また ， 各管

理 レ ベ ル ご と の 拡売 費使用 実績 は ， 各費 用 の 使 用 実績 を リア ル タイム に把握 す る会 計 シ ス テ

ム 「
発生 べ 一ス 費用管理 シ ス テム 」 か ら得 て い る． 日 常の 営業 活動の 中で 各営業担 当者が 得

意先 に対 し て サ ン プ ル や 景品類 を提供 する場合 ， 手配 は 原則 と して す べ て 各人 が 保有す る持

ち運 び 可能 な小型端末 （ハ ン デ イ
ー

タ
ー

ミナル ）で支 出先 ，支 出内容 をイ ンプ ッ トして行 な っ

て い るの で ， ほぼ リア ル タ イム な デ
ー

タ の 管理 ・加工 が 可能 とな っ た． MRS は こ の ように 既

存の シ ス テ ム の デ
ー タ を 「

利益 目標管理 」 の た め に 必要な デ
ー

タに 加工 す る こ とに よっ て 成

り立 っ て い る．
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表 2 報 告内容事例

項　 　　　 　目 毎　月 半　期 年末度 臨　時

支
　
　
社

管理損益計算書一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
拡売費 の 費用対効果の 測定一一一一一一一一一一一一一一齟一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

業績評価項 目達成度報告一■一一1一一一一一一一一一一一一闇一一一一一一一一一一■一罰一一一一一

得意先 に対 する投資等 の 効果測定

　　〇一一一一一一一一一一一一一

　　〇一一一一一一一一一一凶一一

一一一一一一一■一π一r一

一一一一　一一邑一一一一一

一一一一一一一一一一一一一

一一一一一一一一置囮一一一

一一一一一一一一一一一一一

一一一一一一一幽一一一一’

　　○一一一一一一一1一一一一一

一一一一一一　膤一一一一一

一一一一一一一一一一一一一

一一一一一一一一丁一一一一

　　〇

本
　
部

損益計算書 （事業部）一一一一一一一一一一一『■闇一一一一一一一一一■一■『〒一一一一一一一一
ブ ラ ン ド別損益計算一一一一一’一一一一一一一一一一一幽一一一一一一一一一一一一一幽一一一一
支社経営指標

　　○一一一一回冒1−一一一一一

一一一一一一一一一凶凶一一

一一一一　肝一一一一一一一

　　〇一一一一一一　’鹵’凾一一

一■一罰而π一−一一一■一

一一一一一一一一鹵幽一一一

一■皿囗一一一一一一一一一

一一一一一一一一一’一一一

　 また ， こ の 拡売費費用対効 果は後述す る支 社の 業績評価シ ス テム に お け る評価項 目で の
一

つ に位 置づ けて い る．

5．3 報告 シ ス テム と業 績評価

（1）報告 シ ス テ ム

　 MRS は 「利益 に よる 目標管理 シ ス テ ム 」 で ある． した が っ て ， 目標 の 達成 状 況を定期的 に

把握 し （SEE ）， 各 マ ネ ジ メ ン ト レ ベ ル に レ ポー トし， そ れ に基づ き次の 活動 を組 み立 て （P

LAN ）， 実行 す る （DO ）とい うサ イ クル を構i築する必 要が あ っ た，つ ま り， こ れ らの 報告 シ

ス テ ム に よ っ て 得 られ る情報 に よ り必要 な意 志決 定 を行 な い
，

マ ネ ジ メ ン トサ イク ル を回 し

て い く仕組 み と した （表 2 参 照）．

（2）業績評価 シ ス テ ム との 関連

　支 社の 業績評価 は ， 販 売 数量 （対特約店）， シ ェ ア， 支社利益 ，拡売 費支出効率 の 4 つ を評

価項 目 と し項 日間の ウ エ イ ト付 け を行 な い
， 総合 的 に 評価 して い る． しか し評価 は本部が 支

社 を評価す る と い う考 え方で は な く， 支社が 年初 に 設定 した 目標 の 達成状 況 を 自己評 価 し翌

年度以 降の マ ネ ジ メ ン トに活 用す る とい う考 え方 に立 っ て い る （図 7 参照 ）． した が っ て ， 現

在 は業績評価結果 をそ の ま ま支社 長個 人の 人事考課 あ るい は賞与考課 に 結び 付 け るこ とは し

て い な い ．支社 に か ぎらず事業所 の 表彰 は 現状で は業績評価結果 と は 別 に 当年度の 各事業所

業績 を表 彰す る制 度 （社長表彰 ， 本部 長表彰 ， 支社長表彰制度）が 設 け られ て い る。

　なお評価項 目の ウ エ イ トは キ リ ン 社の 事業環境 を考慮 して ， 現 在 は政策的 に利益 お よび 拡

売費支出効率が 低 く，販 売数量 ・シ ェ アが 高 くな っ て い る． しか し将 来 は シ ェ ア 最 優先 の 考

え方か ら，販売数量 ・シ ェ ア ・利益 ・費用 効率の バ ラ ン ス の とれ た業績 目標 と して い くこ と

を検討 中で あ る．
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業 績 評 価 支 社 の 目標 管 理 シ ス テ ム

↓
一 』 一 一 一 一

l
　 P −

→ D −一 一
レ　S

・標設 定 「藍 ］ ［壷錮

図 7 業績評価 シ ス テ ム

5．4　運営 ノレー ノレ

（1）業績 目標 （賁任）の 決定 と資源配 分 （権限）

　当社で は事業本部全体の 業績 目標 （売上 高 ， 利益 ， シ ェ ア 等）と必 要な資源 配分 （拡売 費 ・

広告費等 マ
ー

ケ テ ィ ン グ費用 ， 設備投資金額 ， 要員等）は全 社 の 経営会議 （本店 常務以上で 構

成）で 決定 し て い る．

　また支社毎の 販売 目標や マ
ー

ケ テ ィ ン グ 費用 （拡売費， 広告費）
・経費や要員計画 ， 投融資

計 画 等重 要な資源 に つ い て は，経 営会議 に先 立 ち ， あらか じめ 本部で ガ イ ドライ ン が 作 られ ，

それ を もとに各支社 と協議 しなが ら決定 して い る．

　 した が っ て，経営会議 で 事業部の 利益 計画が 承認 され た時点で ， 各支 社の 目標 と資源 配分

も決定 され る．

（2）支社長の 拡売費追加 支出権限

　 当社 は職務権 限規 定 の な か で ， 重 要項 目の 決定権 限者 を定め て い る．支社長 は基本的に は

年初 承認 された 予算枠 内 で支 出の権 限 を有す るわ けで あ るが ，
MRS の 導入 に あた り期 中の 市

場 の 動 向 に応 じて さ らに 販 売増 を図 る た め に マ ーケ テ ィ ン グ資源 を追加投入 で きる ル
ー

ル を

新 た に設 け た ．

　すなわ ち ， 販 売増 に よ り年初予算 の 限界利益 の 増 加が 見込 まれ る場合 に は ， 期 中に増分 見
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込 み 限界利益 の
一

定率 を拡売費 と して支 出す る権 限 を支社 長 に付 与 して い る． こ の ル ール （権

限）を有効 に活 用 する こ とに よ V）， 業績好 調 な支社は販売増 に よっ て得 た利益 を さ らに 追加投

入 して 販 売増 に 結 び つ くような販売促 進策 を とる こ とが 可能 で あ る．

6． 今後の 課題

　最後 に今後の 課題 に つ い て 触 れ た い ．

　 ビ ール 業界は 長年単品大量生 産 を事業基盤 と して きたが ， 旧 制度の 損益 計算 は それ を土 台

に した伝統的 な損益 計 算で あ っ た． こ うした意味 に お い て MRS の フ レ ーム ワ
ー ク を構成 し

て い る新 しい 損益 計算方法 は キ リン 社 に とっ て は 正 に コ ペ ル ニ ク ス 的転回の 損益計算 で ある

が ， お そ ま きなが らや っ と事 業環 境 に あ っ た損益 計 算 を導入 で きた と思 っ て い る．

　MRS の 損益計算その もの は 決 して難 しい もの で は な く， 管理会計 の 教科書に書か れ て い る

通 りの 計算方法 にす ぎな い ． しか し支社長 以 下 全 員が 今 まで の モ ノサ シ を捨 て 新 し い モ ノサ

シ に よ っ て 業績 目標 達成 に 向けて PDS を回 して い くこ とは か な りの 努力が 必要で あ る． こ

れ は正 に マ ネジ メ ン トス タイル の 変革で あ り組織風 土 の 改善 と い っ て も過言 で は ない ．

　導入 以来今年で 3 年 目を迎 えほ ぼ 当初の 狙 い 通 りに進ん で い る が ， 当社全 員の 努力に よ り

よ うや く 「利 益 目標 管理 」 と い う基 本的 な思 想 が理解 され始 め て きた．今後制 度 の 定 着 に合

わせ て ，

「利 益 目標 （責任）に 応 じた 権限 （マ ーケ テ ィ ン グ費用 ， 要員等 の 資源 の 投入 権限）の

拡大 」 や 「支社業績 評 価 シ ス テ ム に お け る利益 評価 の ウ エ イ トの 拡大 」 をどの ように 進 め る

の か ， さ らに は，現在 は あ くまで も 「単年度 目標 の 達成 を軸 に組 み立 て られ て い る制 度 」 で

ある が ， これ に 「長期的な業績 向上 と い う視 野 に立 っ た仕組 み 」 をど の ように して 組 込 め ば

よい の か等検討すべ き課題 は 多 い ．

　
「MRS は支社 の事 業 目標 達成 の ための ツ

ー
ル で あ る」 とい う視点 に た っ て ， 今後 も常に現

場の 実態 に合 わせ た 制度 の 見 直 しが 必 要 と考えて い る．
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   THE  DEVELOPMENT  OF  RESPONSIBILITY

ACCOUNTING  AT  KIRIN  BREWERY  CO.,  LTD.:

                    INTRODUCTION  OF
  THE  MANAGEMENT  REPORTING  SYSTEM

Kazuhisa  Tani*,and Hiroshi Mienot

                         ABSTRACT

  Kirin Brewery  Co., Ltd. (KB) saw  its rapid  decline of  business perfbrmance
from 1987  to 1989  from its ±

'ai1ure
 to adapt  to great changes  in the beer market,

Fa£ ed  with  this situtation,  KB  began te adopt  radical  policies such  as  divi-

sionalized  organization,  a  new  sales  erganization  and  personnel  managernent

system  fbr fundamental refbrmation  of  its corporate  cukure.  Also, the Man-
agement  Reporting System  (MRS) is the profit management  system  which

was  introduced in the  beer division in 1990 as  a  part of  the new  policies.
KB  has  aimed  at  reconstructiion  in which  the traditional cent:alized  manage-

ment  system  controlled  by the head  eMce  would  change  into a  decentralized

management  systern  by  delegating authority  to the branch managers.

  KB  constructed  the reporting  system  which  could  provide  usefu1  informa-
tion on  the true profit contribution  of  each  branch as  a  first-line sales  unit.

This system  could  be built by changing  the tradit-ional system  for ineorne
measurement  for the c6mpany  as  a  whole  into the new  system  for branch
marginal  profit measurement  by  direct costing,  [[b get the information  pro-
vided  through  the  new  system  in a  timely  manner,  it is necessary  to construct

computer-based  systems,  i.e. a  sales-iiiformation  syStem  and  an  expense-

management  system  which  could  recognize  expenses  on  an  accrual  basis, and

provide  timely expellse  illformation of  each  management  segment.  KB  has set

marginal  profit, sales  volume  and  market  share  as  the performance  targets  for
each  branch manager,  and  has reinforced  the authority  of  the branches over
outlays  such  as  marketing  expenses.

                         KEYWORDS

Profit Management  System, Reformantion of  Corporate Culture, [[bols for
Aehieving the  Targets of  Branches er  Divisions, Development  of  Management
Skills, Branch  as  Profit Center, Marginal Profit, Cost-effectiveness, Reinfbrce-
ment  of  Authority in Each  Branch,  MRS  Conneeted  with  the Perforrrxance

Evaluation System.
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